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税務課　☎823－9204　蕭823－9627

　令和２年度国民健康保険税の納税通知書・納付書（第１期から第８期分）を７月中旬に世帯主へ送付します。
　（口座振替の人には、納税通知書のみ送付します）くわしくは、税務課（役場１階）へ。

国民健康保険税の納税通知書を送付します国民健康保険税の納税通知書を送付します

令和２年度の税率など

均等割・平等割の軽減判定所得算出方法

所　得　割
資　産　割
均　等　割
平　等　割
限度額（上限）

２割軽減

５割軽減

新
旧
新
旧

33万円＋(国保加入者数＋特定同一世帯所属者数)×52万円　 以下
33万円＋(国保加入者数＋特定同一世帯所属者数)×51万円　 以下
33万円＋(国保加入者数＋特定同一世帯所属者数)×28.5万円　 以下
33万円＋(国保加入者数＋特定同一世帯所属者数)×28万円　以下

医療給付費分
6.04％

8.10％（9.41％）
26,100円
18,500円

63万円（61万円）

後期高齢者支援金等分
1.95％

2.75％（3.22％）
8,500円
5,900円
19万円

介護納付金分
2.02％

3.88％（4.90％）
10,700円（11,100円）
5,300円（5,600円）

17万円(16万円)

（　 ）内は令和元年度分

平成30年度から広島県と
県内市町が共同で国民健
康保険を運営しています。
令和６年度の保険料準統
一化に向け、税率は毎年
改正されます。所得額や
固定資産税額が例年と同
じでも、納める保険税額
が変わる場合があります。

均等割および平等割の２
割・５割軽減の判定所得
算出額も変更となってい
ます。

※特定同一世帯所属者…国保から後期高齢者医療制度へ移行後も、継続して同じ世帯にいる人

住民課　☎823－9206　蕭823－9627　　広島南年金事務所　☎253－7710
国民年金保険料の免除・猶予制度について国民年金保険料の免除・猶予制度について

４月分から令和３年３月分までの国民年金保険料は、月額16,540円です。　
国民年金保険料は毎月納付する必要がありますが、経済的な理由で保険料の納付が困難な場合に本人の申請によって

保険料納付が免除・猶予される制度があります。

令和２年度の免除・猶予申請受け付け開始◆７月１日
審査の対象となる期間◆７月分～令和３年６月分まで
※令和２年度以前の期間についても、申請月の２年１カ

月前の月分までさかのぼって免除・猶予を申請できま
す。
申請方法◆住民課（役場1階）または広島南年金事務所
に申請書類を提出
※申請用紙などは、日本年金機構のホームページからダ

ウンロードできます。

新型コロナウイルス感染症の影響に伴う免除について
　新型コロナウイルス感染症の影響により収入が減少し、所得が相当程度まで下がった場合は、臨時特例措置と
して本人申告の所得見込額に基づき審査し、それぞれの基準に該当する場合は免除が適用されます。申請に必要
な書類（申請書・所得の申立書）は日本年金機構のホームページからダウンロードできます。

免除制度（全額免除・一部免除）
　本人・配偶者・世帯主それぞれの前年所得が一定
額以下の場合に、保険料納付が全額または一部免除
されます。
※一部免除は、減額された保険料を納付しないと未
　納期間となりますので注意してください。

納付猶予制度
　50歳未満の人で、本人・配偶者それぞれの前年所
得が一定額以下の場合に、保険料納付が猶予されま
す。
※学生の人は「学生納付特例制度」を利用してくだ
　さい。

※新型コロナウイルス感染症の感染防止の観点から、郵
送対応をお願いしています。希望する場合は住民課（役
場１階）へ問い合わせてください。
申請に必要なもの◆年金手帳またはマイナンバー（通知）
カード・本人確認書類・認印・その他（失業理由の申請
の場合：雇用保険被保険者離職票や雇用保険受給資格者
証など、新型コロナウイルス感染症の影響に伴う申請の
場合：所得の申立書）

建設課　☎823－9209
蕭823－9203

広島県には土砂災害危険箇所が約32,000カ所（全国１位）あります。県土の約７割が山地で占められ、その大半が崩れや
すい『まさ土』で覆われていますが、山すそまで宅地化が進んでいることから、集中豪雨や台風などにより土砂災害が発生
し、家屋や人命に被害がおよぶケースが生じています。
平成26年８月に広島市安佐南区で発生した土砂災害では、77人の尊い命が失われるとともに、平成30年７月に発生した
豪雨災害では、町内でも土石流などにより甚大な家屋被害が発生しました。
このような中、町内全域で土砂災害警戒区域などの指定が行われました。町では、土砂災害に強いまちづくりをめざすた
め、町民の皆さんが行う土砂災害対策改修に要する費用の一部を補助する事業を行います。

土砂災害に強いまちをめざします！
～建築物土砂災害対策改修補助制度～
土砂災害に強いまちをめざします！
～建築物土砂災害対策改修補助制度～

 ・次のすべてを満たす建物が補助対象です
　・土砂災害特別警戒区域（レッドゾーン）の指定の前から

区域内にある住宅・建築物（居室を有するものに限る）
　・土砂災害に対する建築基準法上の構造方法を満足しな

いもの
　・土砂災害対策改修の結果、安全な構造となるもの
 ・次のすべてを満たす人が申請できます
　・補助対象となる住宅または建築物の所有者
　・町税などを滞納していない人
 ・次の金額を補助します
　改修に要する費用の23%（上限額75万9千円、千円未満
切捨て）
＜補助金の算定例＞
　例①　改修に要する費用が350万円の場合
　　　　3,500,000円×23%＝805,000円 ＞ 759,000円 
　　　　となり、補助金額は75万9千円です。
　例②　改修に要する費用が100万円の場合
　　　　1,000,000円×23%＝230,000円 ＜ 759,000円 
　　　　となり、補助金額は23万円です。
 ・添付書類
　建物の付近見取図、配置図など（配置図には特別警戒区
域を記載）、建築基準法施行令第80条の３を満足していな
いことが確認できる資料、土砂災害に対して安全な構造と
なることが確認できる資料、現況写真、見積書の写し、建
築確認済証または検査済証の写し（建築確認が必要な場

合）、登記事項証明書　ほか
 ・申し込み
　９月30日㈬までに、申請書（建設課で配布）に添付書類
を添えて建設課（役場２階）へ。
　（申請書は海田町ホームページからもダウンロードできます）
　※予算がなくなり次第、受け付けを終了します。
 ・注意事項
　・改修工事は、補助金の交付決定を受けた後に契約して

実施してください。
　・令和３年２月26日㈮までに工事を完了し、実績報告書

を提出してください。
　・専門的な知識が必要ですので、申請にあたっては近く

の建築士事務所や工務店などに相談してください。

建設課　☎823－9209
蕭823－9203私道整備事業補助制度私道整備事業補助制度

　生活環境の向上と交通安全を確保するため、一定の要
件を満たす私道について、整備にかかる費用の一部を補
助します。
 ・補助対象となる工事は、次のとおりです。（部分的でな
　い工事に限る）
　・道路舗装の新設または補修工事
　・道路排水施設の新設工事
　・交通安全施設の新設または補修工事
　　　ただし、申請者において海田町内に本店、支店ま
　　たは事業所を有する法人と契約し、施工するもの
 ・補助対象となる私道は、次のとおりです。
　・常時一般の交通の用に供していること。
　・家屋が連たんしていること。
　・幅員が1.8ｍ以上であること。
　・築造されて５年以上が経過していること。
　・次のいずれかに該当していること。
　・私道の両端が公道に接しているもの
　・私道の一端が公道に、もう一端が幅員1.8ｍ以上の私

　　道に接しているもの
　・私道の一端が公道、もう一端が公共施設（学校、公
　　園など）に接しているもの
　・私道の一端が公道へ通じる袋状道路で、道路利用世
　　帯が５世帯以上であるもの
 ・補助の対象外となる私道は、次のとおりです。
　・整備について私道の所有者およびその他権利者の同
　　意が得られないもの
　・道路排水が私有地などに流入する場合、その管理者
　　または所有者の承諾が得られないもの
　※対象となる工事の詳細は、相談してください。
 ・補助金の額
　私道の整備に要した費用または町が別に定める費用のい
ずれか少ない額に２分の１を乗じて得た額。
　　（1,000円未満切捨て）
 ・申し込み
　事前に建設課（役場２階）に相談してください。

 ・土砂災害対策改修の例

〈土砂災害に対して構造耐力上安全性のない建築物〉

例）塀による土砂災害対策

例）建築物改修による土砂災害対策

RC造以外の
外壁

木造の架構

RC造の塀

架構（RCの柱・梁・基礎）
RC造の外壁

居室

居室 居室


